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１．基本情報

２．事業所の概要

３．　職員の状況

（職員配置基準）
○　基準上必要な直接処遇の職員数 ○　当該事業所の直接処遇職員数

※歳児別定員を設定しない場合、基準上必要な職員数が最大となる定員数を記入。ただし、事業所の職員配置数で
対応可能な定員数が上限。
※定員が５名であり、０歳児５名の利用が最も必要職員数が多くなるが、職員１名では基準を満たさないため、同時に０歳
児５名は受け入れない。利用者には事前に、状況によって利用できない可能性があることを説明する。

一般型乳児等通園支援事業　認可基準適合調書

申請日 令和 7 年 12 月 26 日

申請者 社会福祉法人　照治福祉会

事業所の名称 摂津峡認定こども園

事業所所在地 南平台五丁目６８番９号

チェックのポイント

事業開始予定年月日 令和 8 年 4 月

管理者名 清水　百合

開所日 ～

1 日

項目 記入内容（概要）

開所時間 10 時 00 分 ～ 12 時 00 分

定員
０歳児 １歳児 ２歳児 合計

- - - 5

無
食事

提供の有無

調理設備
の有無

非該当
食事提供を行う場合には、給食の温め等を行うた
めの調理設備が設けられているか。

実施方法 独立実施

項目 記入内容（概要） チェックのポイント

職員体制計画

乳児等通園支援
を提供する職員

保育士 1 名

事業者から提出された「職員体制計画書」と職員数の合
計が一致しているか。

乳児等通園支援を提供する職員の半数以上が保育士
か。

他、乳児等通園支援
に従事する職員 0 名

保育士の占める割
合

100%

その他 0 名

合　計 1 名

園児の年齢 定員 職員配置基準 常勤職員数① 1 人

０歳児 4 人 ÷ 3 人 ＝ 1.3 人 非常数
（配置基準に含め
る保育士数）

対象人数 0

常勤換算② 0

人

１歳児 1 人 ÷ 6 人 ＝ 0.1 人 人

２歳児 - 人 ÷ 6 人 ＝ - 人 ①＋② 1 人

基準上必要な職員数（職員配置基準） 1.0 人 基準適合状況 適合

月曜日 金曜日
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４．土地･建物の状況
（基本情報）

（事業所の面積基準）
①　乳児等通園支援事業の定員に応じた面積（基準上必要な面積） ②　（在園児合同実施の場合のみ記載）

　本園の園児に対する必要面積合計

※歳児別定員を設定しない場合、基準上必要な面積が最大となる定員数
を記入。ただし、各室面積及び配置職員数で対応可能な定員数が上限。

（保育室等の面積基準）

※在園児合同実施の場合、基準上必要な面積合計欄には、①と②の必要面積合計を合算した面積を記載。

㎡

16.50 ㎡

基準適合

- ㎡

16.50 ㎡

-

3.30 ㎡ -

適合

-

㎡

必要面積合計 0.00 ㎡

２歳児 人 0.00

０歳児 人 0.00 ㎡

１歳児 人 0.00 ㎡

事業所
構造 鉄筋コンクリート 造 2 階の 2 階部分

所有
形態

敷地 自己所有
専有延床面積 39.30 ㎡

建物 自己所有

チェック欄 項目 チェックのポイント

準耐火建築物 事業所の構造 ２階以上に保育室を設ける場合、耐火建築物又は準耐火建築物となっているか。

避難設備あり 事業所の構造 ２階以上に保育室を設ける場合、避難用の設備が設けられているか。

利用乳幼児
の年齢

定員 面積基準 園児の年齢 定員
基準上必要
な面積

０歳児 4 人 園児数×３．３㎡ 13.20 ㎡

１歳児 1 人 園児数×３．３㎡ 3.30 ㎡

㎡

２歳児 - 人 園児数×１．９８㎡

13.20

㎡

必要面積合計

保育室等
の面積合計

37.79 ㎡

㎡

利用乳幼児
の年齢

各室有効面積
基準上必要
な面積合計

-

(在園児合同実施の場
合)専用室の有無

２歳児 ㎡

０歳児

１歳児
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１．基本情報

２．事業所の概要

３．　職員の状況

（職員配置基準）
○　基準上必要な直接処遇の職員数 ○　当該事業所の直接処遇職員数

※歳児別定員を設定しない場合、基準上必要な職員数が最大となる定員数を記入。ただし、事業所の職員配置数で
対応可能な定員数が上限。

一般型乳児等通園支援事業　認可基準適合調書

申請日 令和 7 年 12 月 23 日

申請者 株式会社　藤チャイルド

事業所の名称 紺屋町保育園

事業所所在地 紺屋町９番７号

チェックのポイント

事業開始予定年月日 令和 8 年 4 月

管理者名 藤尾　由紀子

開所日 ～

1 日

項目 記入内容（概要）

開所時間 9 時 00 分 ～ 17 時 00 分

定員
０歳児 １歳児 ２歳児 合計

2 2 2 6

無
食事

提供の有無

調理設備
の有無

非該当
食事提供を行う場合には、給食の温め等を行うた
めの調理設備が設けられているか。

実施方法 在園児合同実施

項目 記入内容（概要） チェックのポイント

職員体制計画

乳児等通園支援
を提供する職員

保育士 2 名

事業者から提出された「職員体制計画書」と職員数の合
計が一致しているか。

乳児等通園支援を提供する職員の半数以上が保育士
か。

他、乳児等通園支援
に従事する職員 1 名

保育士の占める割
合

67%

その他 0 名

合　計 3 名

園児の年齢 定員 職員配置基準 常勤職員数① 1 人

０歳児 2 人 ÷ 3 人 ＝ 0.6 人 非常数
（配置基準に含め
る保育士数）

対象人数 0

常勤換算② 0

人

１歳児 2 人 ÷ 6 人 ＝ 0.3 人 人

２歳児 2 人 ÷ 6 人 ＝ 0.3 人 ①＋② 1 人

基準上必要な職員数（職員配置基準） 1.0 人 基準適合状況 適合

月曜日 金曜日
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４．土地･建物の状況
（基本情報）

※専用室は体調不良の乳幼児が発生した場合に使用することを想定している。

（事業所の面積基準）
①　乳児等通園支援事業の定員に応じた面積（基準上必要な面積） ②　（在園児合同実施の場合のみ記載）

　本園の園児に対する必要面積合計

※歳児別定員を設定しない場合、基準上必要な面積が最大となる定員数
を記入。ただし、各室面積及び配置職員数で対応可能な定員数が上限。

（保育室等の面積基準）

※在園児合同実施の場合、基準上必要な面積合計欄には、①と②の必要面積合計を合算した面積を記載。

㎡75.90

基準上必要
な面積合計

19.80

29.70

26.40 ㎡

㎡

㎡

15.84

58.74

２歳児

㎡

㎡

㎡

㎡必要面積合計

19.80

23.10

０歳児 6 人

１歳児 人

8 人

7

事業所
構造 鉄筋コンクリート 造 3 階の 2 階部分

所有
形態

敷地 -
専有延床面積 37.16 ㎡

建物 賃貸(有償）

チェック欄 項目 チェックのポイント

耐火建築物 事業所の構造 ２階以上に保育室を設ける場合、耐火建築物又は準耐火建築物となっているか。

避難設備あり 事業所の構造 ２階以上に保育室を設ける場合、避難用の設備が設けられているか。

利用乳幼児
の年齢

定員 基準上必要な面積
基準上必要
な面積

園児の年齢 定員

０歳児 2 人 園児数×３．３㎡ 6.60 ㎡

㎡

１歳児 2 人 園児数×３．３㎡ 6.60 ㎡

㎡

㎡

利用乳幼児
の年齢

各室有効面積 基準適合

２歳児 2 人 園児数×１．９８㎡ 3.96

必要面積合計 17.16

保育室等
の面積合計

88.50 ㎡

０歳児 33.30 ㎡

１歳児 33.10

(在園児合同実施の場
合)専用室の有無

無

２歳児 22.10 ㎡ 適合

適合

適合
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１．基本情報

２．事業所の概要

３．　職員の状況

（職員配置基準）
○　基準上必要な直接処遇の職員数 ○　当該事業所の直接処遇職員数

※歳児別定員を設定しない場合、基準上必要な職員数が最大となる定員数を記入。ただし、事業所の職員配置数で
対応可能な定員数が上限。

食事
提供の有無

調理設備
の有無

①＋② 1 人

基準適合状況 適合

非常数
（配置基準に含め
る保育士数）

対象人数 2 人

常勤換算② 1 人

乳児等通園支援
を提供する職員

保育士の占める割
合

100%

保育士

他、乳児等通園支援
に従事する職員

管理者名 久野　弘美

実施方法 独立実施

無

- -

基準上必要な職員数（職員配置基準） 1.0 人

人

２歳児 - 人 ÷ 6 人 ＝ - 人

1.0 人

＝ -

＝

１歳児 - 人 ÷ 6 人

その他 0

園児の年齢 定員 職員配置基準

０歳児 3 人 ÷ 3

常勤職員数① 0 人

合　計 2 名

人

項目 記入内容（概要） チェックのポイント

職員体制計画

2 名

事業者から提出された「職員体制計画書」と職員数の合
計が一致しているか。

乳児等通園支援を提供する職員の半数以上が保育士
か。

0 名

名

非該当
食事提供を行う場合には、給食の温め等を行うた
めの調理設備が設けられているか。

定員
０歳児 １歳児 ２歳児 合計

- 3

12 時 00 分開所時間 9 時 30 分 ～

開所日 ～月曜日 金曜日

項目 記入内容（概要） チェックのポイント

事業開始予定年月日 令和 8 年 4 月

申請者 社会福祉法人　大阪水上隣保館

事業所の名称 認定こども園　藤の里保育園

事業所所在地 藤の里町３８番２８号

日

1 日

一般型乳児等通園支援事業　認可基準適合調書

申請日 令和 7 年 12 月 26
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４．土地･建物の状況
（基本情報）

（事業所の面積基準）
①　満３歳未満の園児の数に応じた面積（基準上必要な面積） ②　（在園児合同実施の場合のみ記載）

　本園の園児に対する必要面積合計

※歳児別定員を設定しない場合、基準上必要な面積が最大となる定員数
を記入。ただし、各室面積及び配置職員数で対応可能な定員数が上限。

（保育室等の面積基準）

※在園児合同実施の場合、基準上必要な面積合計欄には、①と②の必要面積合計を合算した面積を記載。

適合

0.00 ㎡

0.00 ㎡

9.90 ㎡

必要面積合計 0.00 ㎡

基準上必要
な面積合計

9.90 ㎡

基準適合

㎡9.90

１歳児 人 0.00 ㎡

２歳児 人 0.00 ㎡

園児の年齢 定員
基準上必要
な面積

(在園児合同実施の場
合)専用室の有無

０歳児 人 0.00 ㎡

必要面積合計

保育室等
の面積合計

-

9.90 ㎡

２歳児 ㎡

-

１歳児 ㎡ -

０歳児 ㎡

利用乳幼児
の年齢

各室有効面積

２歳児 人 園児数×１．９８㎡ 0.00 ㎡

１歳児 人 園児数×３．３㎡ 0.00 ㎡

利用乳幼児
の年齢

定員 面積基準

０歳児 3 人 園児数×３．３㎡ 9.90 ㎡

１階部分 事業所の構造 ２階以上に保育室を設ける場合、耐火建築物又は準耐火建築物となっているか。

１階部分 事業所の構造 ２階以上に保育室を設ける場合、避難用の設備が設けられているか。

チェック欄 項目 チェックのポイント

事業所
構造 鉄筋コンクリート 造 2 階の

所有
形態

敷地 賃貸(有償）
専有延床面積 9.90

1 階部分

㎡
建物 自己所有
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